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第 ３  愛 媛 県 電 気 事 業 会 計 
 

１ 概  要 

 

 (1) 事業の実施状況 

電気事業会計に属する施設は、銅山川第一（１号機・２号機）・第二・第三、富郷、肱川、道前道後第一・第二・第三及び畑寺の合

計９発電所（10基）で、最大出力 67,530kWであり、再生可能エネルギー固定価格買取制度（FIT）の対象となる発電設備３基（銅山川

第一２号機・富郷・畑寺）の売電単価については、21.93円/kWh、20.78円/kWh、畑寺は 29.80円/kWh（平成27年８月１日～平成28年３

月10日）及び 29.00円/kWh（平成28年３月11日～）で、それ以外の発電設備の売電単価については 7.73円/kWhで供給している。 

当年度の発電電力量及び供給電力量の状況は次表のとおりであり、運転中の発電所の供給電力量実績は 271,866,313kWhと、目標の 

240,324,600kWhを 13.12％上回っており、これは主として降水量が平年を上回り、発電稼動時間が増加したことによるものである。 

なお、供給電力量実績は、新しく畑寺発電所の運転を開始したこともあり、前年度実績（270,813,988kWh）と比べて 1,052,325kWh

（0.39％）増加している。 

（注）本文及び各表の比率は、原則として表示単位未満を四捨五入しており、その関係で合計と一致しない場合がある。 

項　　　目
目　　標 実　　績 増　減 (△ ) 比　率

発　電　所 (Ａ ) (Ｂ ) (Ｃ )＝ (Ｂ )－ (Ａ ) (Ｄ )＝ (Ｂ )／ (Ａ )

銅 山 川 第 一 ・ 第 二 ・ kWh kWh kWh kWh ％
第三発電所、富郷発電所 168,260,900 137,400,000 167,579,663 30,179,663 121.96

道 前 道 後 第 一 ・
第 二 ・ 第 三 発 電 所

平 成 26 年 度 に 対 す る ％ ％ ％
比　　率    　   ①／② 100.35 101.02 100.39

103,972,900 100,500,000 101,710,900 1,210,900 101.20

畑 寺 発 電 所 113.42

274,093,800

113.12113.12113.12113.12       　計　  　　  ①       　計　  　　  ①       　計　  　　  ①       　計　  　　  ①

237,900,000 270,813,988 32,913,988

240,324,600240,324,600240,324,600240,324,600 271,866,313271,866,313271,866,313271,866,313

供　　　給　　　電　　　力　　　量

－肱 川 発 電 所

発電電力量

－ － △ 174,200 △  174,200

275,050,050275,050,050275,050,050275,050,050

2,816,250

31,541,71331,541,71331,541,71331,541,713

2,424,600 2,749,950 325,350

－ －

113.84

増 減 (△ ) ① － ② 956,250 2,424,600 1,052,325 △  1,372,275 －

平 成 26 年 度 実 績 ②
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(2) 経営状況  

経営状況（消費税等を含まない額）は、営業収益に営業外収益と特別利益を加えた総収益が 2,962,056,444円、営業費用に営業外費

用を加えた総費用が 2,186,327,104円で、差引き 775,729,340円の純利益を生じており、総収支比率（総収益÷総費用×100％）は 

135.48％となっている。 

前年度と比較すると、純利益は 110,707,031円（12.49％）減少し、総収支比率も 8.20ポイント低下している。 

 

２ 予算及び決算の状況（決算報告書） 

  予算額に対する決算額及びその内容は、次のとおりである。 

    

 

 

 (1) 収益的収入及び支出 

   収  入 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

ア 電気事業収益決算額は 3,093,853,066円で、予算額に比べて 121,115,066円の増収となっており、執行率は 104.07％となってい

る。 

営業収益の主なものは電力料 2,712,382,346円である。 

イ 面河ダム等管理費分担金決算額は 76,772,390円で、予算額に比べて 37,803,610円の減収となっており、執行率は 67.01％となっ

(注) 予算及び決算の状況に関する部分は、消費税等を含む額で記載
し、経営成績、剰余金の状況、財政状態及びキャッシュ・フロー
に関する部分は消費税等を含まない額で記載している。以下、工
業用水道事業会計及び病院事業会計も同様である。 

予 算 額 に 比 べ

決算額の増減（△）

円 円 円

2,972,738,0002,972,738,0002,972,738,0002,972,738,000 3,093,853,0663,093,853,0663,093,853,0663,093,853,066 121,115,066121,115,066121,115,066121,115,066

営 業 収 益 2,648,982,000 2,771,628,370 122,646,370

財 務 収 益 9,811,000 4,146,894 △ 5,664,106

事 業 外 収 益 37,726,000 41,858,703 4,132,703

特 別 利 益 276,219,000 276,219,099 99

114,576,000114,576,000114,576,000114,576,000 76,772,39076,772,39076,772,39076,772,390 △ 37,803,610△ 37,803,610△ 37,803,610△ 37,803,610

面河ダム等管理費分担金 114,576,000 76,772,390 △ 37,803,610

3,087,314,0003,087,314,0003,087,314,0003,087,314,000 3,170,625,4563,170,625,4563,170,625,4563,170,625,456 83,311,45683,311,45683,311,45683,311,456

100.00

合　　　　　計合　　　　　計合　　　　　計合　　　　　計 102.70102.70102.70102.70

面面面面 河河河河 ダダダダ ムムムム 等等等等 管管管管 理理理理 費費費費 分分分分 担担担担 金金金金 67.0167.0167.0167.01

67.01

104.63

42.27

110.95

執行率
(Ｂ)／(Ａ)

備　　考

％

電電電電 気気気気 事事事事 業業業業 収収収収 益益益益 104.07104.07104.07104.07

区　　分 予算額 (A) 決算額 (B)
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ている。 

 

            支  出 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

ア 電気事業費決算額は 2,275,021,288円で、41,271,000円の翌年度繰越額、315,675,712円の不用額を生じており、執行率は 

86.44％となっている。 

営業費用の主なものは、減価償却費 512,384,899円、給与費 494,909,294円、修繕費 316,016,173円、堰堤管理費分担金 

220,408,334円である。 

営業費用の不用額の主なものは、給与費、その他の費用、減価償却費である。 

イ 面河ダム等管理費決算額は 76,192,226円で、35,568,774円の不用額を生じており、執行率は 68.17％となっている。 

面河ダム等管理費の主なものは給与費 58,956,231円である。不用額の主なものは、給与費である。 

 

 

 

 

 

 

円 円 円 円

2,631,968,0002,631,968,0002,631,968,0002,631,968,000 2,275,021,2882,275,021,2882,275,021,2882,275,021,288 41,271,00041,271,00041,271,00041,271,000 315,675,712315,675,712315,675,712315,675,712

営 業 費 用 2,418,184,000 2,079,167,732 41,271,000 297,745,268

財 務 費 用 86,507,000 86,506,811 0 189

事 業 外 費 用 122,277,000 109,346,745 0 12,930,255

特 別 損 失 2,000,000 0 0 2,000,000

予 備 費 3,000,000 0 0 3,000,000

111,761,000111,761,000111,761,000111,761,000 76,192,22676,192,22676,192,22676,192,226 0000 35,568,77435,568,77435,568,77435,568,774

面 河 ダ ム 等 管 理 費 111,761,000 76,192,226 0 35,568,774

2,743,729,0002,743,729,0002,743,729,0002,743,729,000 2,351,213,5142,351,213,5142,351,213,5142,351,213,514 41,271,00041,271,00041,271,00041,271,000 351,244,486351,244,486351,244,486351,244,486

予算額 (A) 決算額 (B) 翌年度繰越額

電電電電 気気気気 事事事事 業業業業 費費費費 86.4486.4486.4486.44

区　　分

85.98

不用額 備　　考

％

執行率
(Ｂ)／(Ａ)

0.00

0.00

100.00

89.43

合　　　　　計合　　　　　計合　　　　　計合　　　　　計 85.6985.6985.6985.69

面面面面 河河河河 ダダダダ ムムムム 等等等等 管管管管 理理理理 費費費費 68.1768.1768.1768.17

68.17
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(2) 資本的収入及び支出 

   収  入 

    

    

    

    

    

    

資本的収入決算額は 14,413,831円で、予算額に比べて 52,169円の減収となっており、執行率は 99.64％となっている。 

 

            支  出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資本的支出決算額は 1,276,290,867円で、361,520,133円の不用額を生じており、執行率は 77.93％となっている。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、減債積立金、中小水力発電開発及び改良積立金、損益勘定留保資金及び繰越利

益剰余金処分額で補てんしている。 

 

３ 経営成績（損益計算書） 
当年度の経営成績は別表１のとおりで、その内容は次のとおりである。 

当年度純利益は 775,729,340円となっており、前年度に比べて 110,707,031円（12.49％）減少している。 

予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減 ( △ )

円 円 円

14,466,00014,466,00014,466,00014,466,000 14,413,83114,413,83114,413,83114,413,831 △  52,169△  52,169△  52,169△  52,169

工 事 負 担 金 14,412,000 14,413,831 1,831

固 定 資 産 売 却 代 金 54,000 0 △  54,000

備　　考

％

資資資資 本本本本 的的的的 収収収収 入入入入 99.6499.6499.6499.64

区　　分 予算額 (A) 決算額  (B)
執行率

(Ｂ )／ (Ａ )

100.01

0.00

円 円 円 円

1,637,811,0001,637,811,0001,637,811,0001,637,811,000 1,276,290,8671,276,290,8671,276,290,8671,276,290,867 0000 361,520,133361,520,133361,520,133361,520,133

小水力発電設備整備費 238,489,000 221,019,000 0 17,470,000

水 力 発 電 設 備 費 419,420,000 382,762,214 0 36,657,786

業 務 設 備 費 540,000 347,760 0 192,240

企 業 債 償 還 金 330,546,000 330,545,893 0 107

他 会 計 貸 付 金 309,947,000 2,747,000 0 307,200,000

他 会 計 繰 出 金 338,869,000 338,869,000 0 0

100.00

100.00

0.89

64.40

資資資資 本本本本 的的的的 支支支支 出出出出 77.9377.9377.9377.93

92.67

91.26

不用額 備　　考

％

執行率
(Ｂ)／(Ａ)

区　　分 予算額 (A) 決算額 (B) 翌年度繰越額
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 (1) 営業利益 

営業収益 2,566,380,086円に対し、営業費用は 2,024,603,525円で、差引き 541,776,561円の営業利益を生じており、前年度に比べ

て 77,950,265円（12.58％）減少している。 

営業収益は、前年度に比べて 138,779,526円（5.72％）増加している。これは主として電力料が増加したことによるものである。 

営業費用は、前年度に比べて 216,729,791円（11.99％）増加している。これは、送電費が減少した一方で、主として水力発電費が

増加したことによるものである。 

  

(2) 経常利益 

営業利益に営業外収益 119,457,259円を加え、営業外費用 161,723,579円を差し引いた経常利益は 499,510,241円で、前年度に比べ

て 53,768,950円（9.72％）減少している。 

営業外収益は、前年度に比べて 1,536,515円（1.27％）減少している。これは、主として長期前受金戻入が増加した一方で、面河ダ

ム等管理費分担金、受取利息が減少したことによるものである。 

営業外費用は、前年度に比べて 25,717,830円（13.72％）減少している。これは、主として面河ダム等管理費が増加した一方で、控

除対象外消費税額等、支払利息が減少したことによるものである。 

 

 (3) 特別利益 

   特別利益は 276,219,099円となっている。これは肱川発電所の休電補償を収益化したことによるものである。 

 

 (4) 当年度純利益 

経常利益に特別利益を加えた当年度純利益は 775,729,340円となっており、前年度に比べて 110,707,031円（12.49％）減少してい 

る。 

 
４ 剰余金の状況（剰余金計算書） 

  当年度における剰余金の増減については、次のとおりである。 

 

 (1) 資本剰余金 

   当年度末残高は 44,202,999円で、前年度末残高と同額である。残高の内容は国庫補助金である。 
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 (2) 利益剰余金 

ア 減債積立金の前年度末残高は 0円であり、積立及び取崩を行った結果、当年度末残高は 0円となっている。 

イ 中小水力発電開発及び改良積立金の前年度末残高は 49,659,006円であり、積立及び取崩を行った結果、当年度末残高は 

11,425,473円となっている。 

ウ 前年度繰越利益剰余金 841,797,742円に、当年度純利益 775,729,340円、減債積立金の取崩分 330,545,893円及び中小水力発電開

発及び改良積立金の取崩分 559,056,681円を加えた未処分利益剰余金の当年度末残高は 2,507,129,656円となっている。 

 

５ 財政状態（貸借対照表） 
当年度末における財政状態は別表２のとおりで、その内容は次のとおりである。 

資産は 19,656,791,702円で、前年度に比べて 405,139,714円（2.02％）減少している。 

負債は 5,608,418,324円、資本は 14,048,373,378円となっており、前年度に比べて負債は 842,000,054円（13.05％）減少し、資本

は 436,860,340円（3.21％）増加している。 

 

 (1) 資  産 

ア 固定資産は 15,560,882,025円で、資産合計に対する構成比率は 79.16％となっており、前年度に比べて 15,880,093円減少してい

る。これは主として水力発電設備が増加した一方で、建設仮勘定、送電設備が減少したことによるものである。 

イ 流動資産は 4,095,909,677円で、資産合計に対する構成比率は 20.84％となっており、前年度に比べて 389,259,621円減少してい

る。これは主として現金預金が減少したことによるものである。 

  なお、未収金 267,943,789円のうち、納期が到来している未収金は 52,408,005円となっている。 

 

 (2) 負  債 

ア 固定負債は 4,221,116,444円で、負債資本合計に対する構成比率は 21.47％となっており、前年度に比べて 288,168,980円減少し

ている。これは退職給付引当金が増加した一方で、建設改良費等の財源に充てるための企業債が減少したことによるものである。 

イ 流動負債は 481,714,168円で、負債資本合計に対する構成比率は 2.45％となっており、前年度に比べて 253,556,973円減少して

いる。これは主として賞与引当金が増加した一方で、未払金が減少したことによるものである。 

ウ 繰延収益は 905,587,712円で、負債資本合計に対する構成比率は 4.61％となっており、前年度に比べて 300,274,101円減少して

いる。これは主として長期前受金が減少したことによるものである。 

 

 (3) 資  本 
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ア 資本金は 11,485,615,250円で、負債資本合計に対する構成比率は 58.43％となっており、前年度と同額である。 

イ 剰余金は 2,562,758,128円で、負債資本合計に対する構成比率は 13.04％となっており、前年度に比べて 436,860,340円増加して

いる。これは利益剰余金が増加したことによるものである。 

 

６ キャッシュ・フロー（キャッシュ・フロー計算書） 
当年度におけるキャッシュ・フローは別表３のとおりで、その内容は次のとおりである。 

業務活動によるキャッシュ・フローは 1,043,068,188円、投資活動によるキャッシュ・フローは △755,145,773円、財務活動による

キャッシュ・フローは △669,414,893円となっている。資金期末残高は 3,882,753,786円で、前年度に比べて 381,492,478円減少して

いる。 
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